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第３ 通信の確保 

 

(1) 通信体制の整備 

市は、国民保護措置の実施に関し、通信体制の整備等重要通信の確保に関する

対策の推進を図る。 

この場合において、自然災害その他の非常時における通信の円滑な運用を図る

こと等を目的として、関係省庁や地方公共団体、電気通信事業者等で構成された

非常通信協議会との連携にも十分配慮する。 

       

(2) 通信体制の確保に当たっての留意事項 

市は、武力攻撃災害発生時においても情報の収集、提供を確実に行うため、情

報伝達ルートの多ルート化や停電等に備えて非常用電源の確保を図るなど、情報

収集、連絡体制の整備に努める。 

         また、通信体制の確保に当たっては、自然災害時において確保している通信手

段を活用するとともに、以下の事項に十分留意し、その運営・管理、整備等を行

う。 

ア 施設及び設備 

・通信設備等の情報通信手段の施設について、通信の取扱いや機器の操作の習

熟を含めた管理・運用体制の構築を図る。 

・武力攻撃災害による被害を受けた場合に備え、複数の情報伝達手段の整備 

(有線・無線系、地上系・衛星系等による伝送路の多ルート化等）、関連機器

装置の二重化等の障害発生時における情報収集体制の整備を図る。 

・無線通信ネットワークの整備・拡充の推進及び相互接続等によるネットワー

ク間の連携を図る。 

・武力攻撃災害時において確実な利用ができるよう、国民保護措置の実施に必

要な通信設備を定期的に総点検する。 

イ 運用 

・夜間、休日等における体制を確保するとともに、平素から情報の収集連絡体

制の整備を図る。 

・武力攻撃災害による被害を受けた場合に備え、通信輻輳時及び途絶時並びに

庁舎への電源供給が絶たれた場合を想定した関係機関との非常通信や、非常

用電源等を利用した実践的通信訓練を実施する。 

・通信訓練を行うに当たっては、地理的条件や交通事情等を想定し、実施時間

や電源の確保等の条件を設定した上で、地域住民への情報の伝達、避難先施

設との間の通信の確保等に関する訓練を行うものとし、訓練終了後に評価を

行い、必要に応じ体制等の改善を図る。 

・無線通信系の通信輻輳時の混信等の対策に十分留意し、武力攻撃事態等にお

ける運用計画を定めるとともに、関係機関との間で携帯電話等の電気通信事

業用移動通信及び防災行政無線、消防救急無線等の業務用移動通信を活用し
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た運用方法等についての十分な調整を図る。 

・電気通信事業者により提供されている災害時優先電話等の効果的な活用を図

る。 

・担当職員の役割・責任の明確化等を図るとともに、担当職員が被害を受けた

場合に備え、円滑に他の職員が代行できるような体制の構築を図る。 

・国民に情報を提供するに当たっては、防災行政無線、広報車等を活用すると

ともに、高齢者、障害のある人、外国人その他の情報の伝達に際し配慮を要

する者及びその他通常の手段では情報の入手が困難と考えられる者に対して

も情報を伝達できるよう必要な検討を行い、体制の整備を図る。 

 

 


